



神 頭 広 好
1.は じめ に
時間 と空間 とを扱った都市(地 域)成 長モデルは,地 域科学の中で も,特 に都
市 ・地域経済学,都 市地理学及び都市工学の各分野で研究 されている。時間 と空
間を同時に扱った都市成長モデルは理論の段階では見 られ るが,実 証分析に応用




分野では,ア ーバ ンダイナ ミクスモデル,6}ローリーモデノv》等がある。
本研究では,こ れらのうち,累 積的因果モデルに着目して,ま ず単純な線形の
空間的都市化成長モデルs)を構築す る。ついで,同 モデルを愛知県88地域,2時
点(1975年,1985年)に応用して実証分析 を試みる。
2.理 論 モデ ル
モデルの構築 にあた り,つ ぎの諸仮定を設定する。9》
(1)当該地域の都市化は,CBD(中心業務地区)に より近い地域の都市化 に影響 さ
れる。
(2)都市化は,人 口形態,土 地利用,財 政及びアメニテ ィ水準か ら複合的に説明さ




び か れ る 。
コンスタン ト(定数)のない線形の累積的因果関係によって導
上記の仮定の もとで,空 間的都市化成長 モデルは,つ ぎのように書 ける。
Ut=βσf_1(1)
ただし,び,.1:CβDから(t-i)地点に位置している地域の都市化度
σご:CBDか らt地点 に位置 している地域の都市化度
β:係 数
(1)式から,ひ`とtと の関係式 を求めると,
絵 ・UzU,…… 誰 、一 β・
した が っ て,
こノr=U。Q`.
こ れ を,対 数 変 換 す る と,
logこん=lo9σ 。+tlogQ(2)
た だ し,U。 は,CβDの 都 市 化 度 を示 す 。
3.実 証 分 析
前節の(2)式を,愛 知県88地域,2時 点に応用 した結果10,は,表1,図1及び表
2,図2に 示 されている とお りである。
ただ し,対 数の性質から,負 の都市化度 については,対 数変換が不可能なため
に,最 小値が正になるように,各 年 ともに2.3(各年通 じて,都 市化度の最小値
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注)コ ンスタ ン ト1.385とC8Dの都市化度
とは,わ ずかに異な って いる。
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(logUo=1.496)












































































注)コ ン ス タ ン ト1.416と:1の 都 市 化 度GogU。=1.416)




図3.都 市 化 度(1975,1985年)に関 す る2次 元 図
(1)分析 結果 の ま とめ
←f)表1及び表2を 比較す ると,2時 点 ともにほぼ同様な相関係数(ま たは決定係
数)の 値を示 している。 また,各 時点 ともに回帰式の係数 に大 きな差 は見 られ
ない。
(ロ)図1及び図2を 比較すると,2時 点 ともに大 きな散 らつ きは見 られず,ほ ぼ同
じ関数形状 を描いている。
㈲図3か ら,45°線上に点が集合 している。また,点の集合グループは,ABCの
3つに分 けられ,A→B→Cの 順 に地域数が減少 している。さらに,Cの 集合
グループは45°線の左上方 に位置 している。
(2)結果 の 考 察
(a)α)については,本 理論 モデルの愛知県への適合度が2時 点 ともに高い と言えよ
う。
(b)(ロ)については,ω との関連で,1975年一1985年の10年間のタイムスパ ンでは,
C.8Dにより近 い地域 における都市化の影響力は,ほ とん ど変 らない。
(c)のについては,2時 点 ともに都市化度に大 きな変化が見 られなかったことを示
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された。 しかし,本 分析結果 と構築 された理論モデルの直接的な自己相関回帰分
析(距 離 をず らした回帰分析)結 果 との整合性について吟味する必要がある。ま
た,線 形モデルを扱 う時には,コ ンスタン トを組 み入れ ることが一般的であるが,
ここでは,2時 点 を比較することに重点を置いたために(非 線形 モデルでは適合
性に関する規準が十分 ではない),やむをえず コンスタン トをはずした。 したがっ
て,統 計解析処理上の問題点を十分把握 した上で,分 析 を行 うことが今後の研究
課題 として残 される。
注
1)同 モ デ ル につ い て は,Oates・Baumol〔1971〕及 びRichardson〔1977,1978〕を
参 照 せ よ。
2)同 モ デ ル につ い て は,Czamanski〔1965〕及 びPaelinck〔1970〕を参 照せ よ。
なお,こ れ らの 文献 は注1)と 関連 して い る。
3)同 連 関表 につ い て は,Leontief〔1951〕,Isard〔1960〕,及びWilson・Benett
〔1985〕を参 照 せ よ。
4)同 モ デ ル につ い て は,Stewart〔1948b〕,Mathur〔1970〕及 びIsard〔1971〕を
参 照 せ よ。
5)同 モ デ ル につ い て は,Ravenstein〔1885〕及 びWilson〔1970〕を参 照 せ よ。
6)同 モ デ ル につ い て は,Forrester〔1969〕を参 照 せ よ。
7)同 モ デ ル につ い て は,Lowry〔1964〕を参 照 せ よ。
8)同 モ デ ル に つ いて は,Richardson〔1977〕及 び神 頭 〔1987〕に 負 う と こ ろ が
大 きい 。
9)こ の 仮 定 の 設 定 に つ いて は,神 頭 〔1987〕と同 様 で あ る。
10)こ こで 用 い た2時 点 に お け る88地域 の都 市 化 度 に つ いて は,本 号 の 論 説(表2


































神 頭 広 好 「空 間 的 都 市 化 成 長 モ デ ル に 関 す る 考 察 一 愛 知 県 を ケ ー ス ・ ス タ デ ィ と
し て 一 」『経 営 会 計 研 究 』愛 知 大 学 経 営 会 計 研 究 所,第49号,1987年 。
一83一
